
令和７年第８回１２月定例会提出議案の結果と議員の賛否の状況 

（令和７年１２月２５日（議案第８１号 発議案第１３号）採決） 

提 

出 

者 

審
議
結
果 

議
案
番
号 

議  案  名 

議        員        名 

岡
本
浩
美 

升
井
祐
子 

森
田
洋
子 

田
中
伸
吾 

寺
垣
智
章 

宮
本
純
一 

川
口
耕
司 

柳 

正
敏 

足
立
義
明 

田
中
克
美 

澤 

治
樹 

橋
本 

恒 

町長 可決 81 
岩美町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条

例の一部改正について 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 82 
岩美町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の設定について 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 83 
岩美町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定め

る条例の設定について 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 84 損害賠償の額の決定及び和解について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 85 令和７年度岩美町一般会計補正予算（第６号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 86 令和７年度岩美町介護保険特別会計補正予算（第２号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 87 財産の取得について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 可決 88 令和７年度岩美町一般会計補正予算（第７号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 同意 89 
岩美町教育委員会委員の選任につき同意を求めることについ

て 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

町長 同意 諮問４ 人権擁護委員候補者の推薦について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 － 

議員 可決 発13 総務教育、産業福祉常任委員会の所管事務調査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 － 

○は賛成・×は反対・除は除斥・欠は欠席・退は退席 ※橋本議長は本会議の採決に加わらない。 

 

 

 



請願・陳情等審査結果 

番号 件      名 結果 賛否の状況 不採択の理由 

請 願 

第２号 

衆議院議員の定数削減に反対する請願 

 

 提出者：平和・民主主義・豊かな暮らしをめざす 

鳥取県の会 

代表世話人 村上 俊夫 

紹介議員：岩美町議会議員 田中克美  

不採択 

（採 択）  田中克美 

（不採択） 

岡本浩美 升井祐子 森田洋子 田中伸吾  

寺垣智章 宮本純一 川口耕司 柳 正敏  

足立義明 澤 治樹 

 

特定の党を批判するような

請願趣旨に賛同できない。 

請 願 

第３号 

生活保護基準引き下げ違法の最高裁判決を踏ま 

え速やかな対応を求める請願 

 

 提出者： 鳥取県生活と健康を守る会連合会 

会長 安田 共子 

紹介議員：岩美町議会議員 田中克美 

不採択 

（採 択）  田中克美 

（不採択） 

岡本浩美 升井祐子 森田洋子 田中伸吾  

寺垣智章 宮本純一 川口耕司 柳 正敏  

足立義明 澤 治樹 

 

国においてすでに対応中で

あり、趣旨には賛同できない。 

 

 

請 願 

第４号 

「年金積立金の一部活用で、物価上昇に見合う年 

金引上げと年金保険料引下の検討を求める意見 

書提出」に関する請願書 

 

提出者：全日本年金者組合鳥取県東部支部 

支部長 藤原 章 外２名 

紹介議員：岩美町議会議員 田中克美 

 

 

不採択 

（採 択）  田中克美 

（不採択） 

岡本浩美 升井祐子 森田洋子 田中伸吾  

寺垣智章 宮本純一 川口耕司 柳 正敏  

足立義明 澤 治樹 

公的年金積立金を物価高

騰対策に活用することは大切

であると考えるが、年金保険

料の引き下げは将来世代の

ためにも適切ではない。 

 

陳 情 

第 10号 

「こども誰でも通園制度（乳児等通園支援事業）」 

にかかわる陳情 

 

提出者：自治労連鳥取県本部 

執行委員長植谷 和則 

 

 継続審査 

 

        － 

 

－ 

 

要 請 

第１号 

ケア労働者の大幅賃金引き上げを求める要請書 

 

提出者：自治労連鳥取県本部 

執行委員長 植谷 和則 

 

不採択 

（採 択） 田中克美 

（不採択） 

岡本浩美 升井祐子 森田洋子 田中伸吾  

寺垣智章 宮本純一 川口耕司 柳 正敏  

足立義明 澤 治樹 

診療報酬や介護報酬など

の公定価格について、国の

改定がなされるまで自治体負

担となれば財政に相当の影

響が考えられる。 

 


